
(57)【要約】
【課題】  現場において比較的簡便な方法を採用しなが
ら、埋設管等の構造を、他の埋設物とは独立に探査する
ことが可能な手法を得ることにある。
【解決手段】  埋設配管１の構造を、この埋設配管１の
構造を、これが配設される土壌外から探査する場合に、
埋設配管内に音波を伝播させるとともに、土壌表面にお
いて埋設配管１から土壌層を介して伝播してくる伝播音
を検出し、検出された検出音の周波数分析を行い、配管
内を伝播する音の共鳴周波数を利用して、得られる周波
数分析結果から検出位置に対応する配管部位に於ける配
管の構造を探査する。



【特許請求の範囲】
【請求項１】  配管の構造を、前記配管が配設される被
覆層外から探査する配管構造の探査方法であって、
前記配管内に音波を伝播させるとともに、前記被覆層外
において前記配管から前記被覆層を介して伝播してくる
伝播波を検出し、検出された検出波の周波数分析を行
い、得られる周波数分析結果から検出位置に対応する配
管部位に於ける配管の構造を探査する配管構造の探査方
法。
【請求項２】  前記配管が内径が異なる複数の配管部材
からなる場合に、前記複数の配管部材の内径及び配管内
に存在する媒体の音速から、前記配管部材内における媒
体の共鳴周波数と、求められた周波数分析結果における
ピーク位置あるいは検知レベルとの対応において、前記
検出位置に対応する配管部位の配管部材を特定する配管
構造の探査方法。
【請求項３】  配管の構造を探査する配管構造の探査方
法であって、
前記配管内に音波を伝播させるとともに、前記音波の音
源とは異なった前記配管内の探査位置で、伝播する伝播
音を検出し、検出された検出音の周波数分析を行い、得
られる周波数分析結果から前記探査位置に於ける配管の
構造を探査する配管構造の探査方法。
【請求項４】  音の発信装置と、振動波の検出装置とを
備えるとともに、探査対象の配管を構成する複数の配管
部材に関する径関連情報と、前記配管内に存する媒体の
音速情報に基づいて、前記配管部材個々に関して、それ
らの中にある媒体の共鳴周波数を求める共鳴周波数導出
手段とを備え、
前記検出装置により検出される検出波の周波数分析をお
こなう周波数分析手段を備え、
前記周波数分析手段により得られる周波数分析結果と、
前記共鳴周波数導出手段により各配管部材に対して得ら
れる各共鳴周波数とを、対応させて出力する出力手段を
備えた配管探査装置。
【請求項５】  音の発信装置と、振動波の検出装置とを
備えるとともに、探査対象の配管を構成する複数の配管
部材に関する径関連情報と、前記配管内に存する媒体の
音速情報に基づいて、前記配管部材個々に関して、それ
らの中にある媒体の共鳴周波数を求める共鳴周波数導出
手段とを備え、
前記検出装置により検出される検出波の周波数分析をお
こなう周波数分析手段を備え、
前記周波数分析手段により得られる周波数分析結果にお
けるピーク位置が、前記共鳴周波数導出手段により各配
管部材に対して得られる各共鳴周波数のいずれかである
場合に、前記検出波を検出する検出位置に対応する配管
部位が、共鳴周波数で対応する配管部材である可能性が
高いと判断する判断手段を備えた探査装置。
【請求項６】  配管の構造を探査する配管構造の探査方

法であって、
前記配管内を伝播している伝播音を探査位置で検出し、
検出された検出音の周波数分析を行い、得られる周波数
分析結果から前記探査位置に於ける配管の構造を探査す
る配管構造の探査方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、例えば、地中に埋
設されている配管であって、複数の配管部材（例えば複
数の径の導管、管継手等）からなる配管の構造（例え
ば、管径を特定することによる配管部材の種類等の構造
識別等）をおこなう配管構造の探査方法及び、このよう
な方法を実施する場合に使用できる探査装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】従来、複数の配管部材の組み合わせとし
てなる地中埋設配管の構造を推定する手法としては、以
下のような方法が取られている。手法１  配管埋設時に
作製された埋設配管図面に基づいて、配管構造を推定す
る。手法２  現場において、探査波の送信・検出を伴っ
たレ－ダー探査機あるいは超音波探査機を、探査域に多
点配置して、探査波の反射信号状況により配管の位置、
構造を特定する。手法３  掘削作業を実際におこない、
配管を露出させて配管の構造を特定する。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】以上、それぞれの従来
技術にあっては、以下のような問題がある。手法１を採
用する場合は、埋設作業からの時間が経過している場合
は、配管図面が失われていたり、改良作業の状況が反映
されていなかったりする場合がある。さらに、配管図面
に誤りがあったり、配管の詳細（例えば継手部の有無）
等が省略されている場合があり、正確な状況を把握する
には充分でない。手法２を採用する場合は、探査波の反
射を利用するため、地中に他の埋設物があってもそれか
ら探査波が反射されるため、必ずしも見つけたい配管を
検知できるとは限らない。さらに、探査波としてレーダ
ー波を使用する場合は、地中に鉄筋が施工されている
と、レーダが鉄筋に反射されて鉄筋より深い位置に埋設
された配管を探査できない。手法３にあっては、実際に
掘削作業を要するため、作業手間が過大となるととも
に、現場によっては、安易に掘削作業をおこなうことが
不可能な場合がある。
【０００４】従って、本発明の目的は、現場において比
較的簡便な方法を採用しながら、埋設管等の構造を、他
の埋設物とは独立に探査することが可能な手法を得るこ
とにある。また、今日、配管内に管内走行車を走行さ
せ、管状況の検査をおこなう試みが成されているが、こ
のような管内走行にあっては、現在走行車が走行してい
る部位の配管内径が、どの程度かを知る必要がある場合
がある。このような場合に、あっても、比較的簡便な構
造で走行位置に於ける配管内径を決定できることが好ま
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しいが、このような技術を得ることが、本願の目的であ
る。
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
めの本発明による、配管の構造を、前記配管が配設され
る被覆層外から探査する配管構造の探査方法の特徴構成
は、請求項１に記載されているように、前記配管内に音
波を伝播させるとともに、前記被覆層外において前記配
管から前記被覆層を介して伝播してくる伝播波（この波
は、音波としてのものであってもいいし、被覆層の振動
波であってもよい）を検出し、検出された検出波の周波
数分析を行い、得られる周波数分析結果から検出位置に
対応する配管部位に於ける配管の構造を探査することに
ある。この手法にあっては、探査のための音が配管内
（配管材料内ではなく、配管内に形成され、音の伝播媒
体である流体が満たされている配管内空間）に挿入さ
れ、伝播させられる。挿入された音は、管内を伝播して
いき、この管がたとえば土壌等の被覆層に覆われている
場合は、配管から被覆層に伝わり、この音を被覆層の表
面位置で、振動信号（検出波）として検出することがで
きる。そして、本願にあっては、この検出波の周波数分
析をおこなう。結果、検出波のスペクトルを得ることが
できるのであるが、このスペクトルには、検出位置に対
応する配管部位に於ける配管の構造に関連した情報が含
まれている。ここで、対応するとは、例えば、図１に示
すように水平に土壌内に埋設された埋設管の場合は、検
出位置のほぼ鉛直下方に埋設されている配管部分を意味
している。この対応関係は、探査対象の音響環境に依存
するが、探査対象の概略的な状態が判明している場合、
ある程度の対応関係の特定が可能であり、充分、実用的
である。さて、例えば、配管が、内径の異なる通常配管
とスリーブとの組み合わせによって成立している場合
は、配管内の媒質の音速を一定とみなすことができるた
め、これらの配管部材からなる配管部位から伝播してく
る音のスペクトルは、その内径に従った、異なった周波
数にピークを有するものとなる。結果、このようなピー
ク位置の相異により、配管の管径・不連続部分の存在等
の配管の構造に関する情報を得ることができる。
【０００５】上記の手法において、請求項２に記載され
ているように、前記配管が内径が異なる複数の配管部材
からなる場合に、前記複数の配管部材の内径及び配管内
に存在する媒体の音速から、前記配管部材内における媒
体の共鳴周波数と、求められた周波数分析結果における
ピーク位置あるいは検知レベルとの対応において、前記
検出位置に対応する配管部位の配管部材を特定すること
が好ましい。即ち、配管を構成する配管部材は、通常、
その使用目的等に従って、種類が限られているため、こ
のように限定された種類の配管部材、それぞれにおい
て、その内径等が確定でき、結果的に、これらの配管部
材内にあるガスのガス種・状態（圧力・温度）が特定さ
れると、その管内に於ける媒体の共鳴周波数（例えば、

管断面方向に共鳴を起こす共鳴周波数）は特定される。
従って、配管部材内における媒体の共鳴周波数と、求め
られた周波数分析結果におけるピーク位置とを、比較対
照して、これらに一致が見られる場合に、この一致状態
を基準として、特定の配管位置に位置される配管部材が
一致が認められる配管部材からなる可能性が高いと判断
できる。この場合、必ずしもピークと認識できない場合
にあっても、共鳴周波数近傍の検知レベル（スペクトル
強度）が上昇することによって、同様な判定をおこなう
ことができる。
【０００６】さて、上記の方法にあっては、被覆層に覆
われている場合の手法に関して説明したが、本願の手法
は、先に説明したように、管内径を確認しながら管内を
走行車により走行したい場合等においても有用に使用す
ることができる。即ち、配管の構造を探査する配管構造
の探査方法において、請求項３に記載されているよう
に、前記配管内に音波を伝播させるとともに、前記音波
の音源とは異なった前記配管内の探査位置で、伝播する
伝播音を検出し、検出された検出音の周波数分析を行
い、得られる周波数分析結果から前記探査位置に於ける
配管の構造を探査することが好ましい。この場合も、管
内を伝播する音が、その伝播位置に対応する配管部位の
構造に依存したスペクトルを示すことを利用するもので
ある。この例の場合も、探査音を配管内に伝播させ、配
管内でその伝播音を検出する。このような検出音は、そ
の検出位置の配管構造に依存するため、この周波数分析
結果から、検出している位置の例えば、配管の内径を上
述の手法に従って、特定することができる。このような
内径データは、管内走行車の姿勢制御・走行制御の上
で、有用となる。
【０００７】以上が本願が提案する手法であるが、この
ような手法を使用する探査装置としては、以下の構造を
採用することが好ましい。即ち、請求項４に記載されて
いるように、音の発信装置と、振動波の検出装置とを備
えるとともに、探査対象の配管を構成する複数の配管部
材に関する径関連情報と、前記配管内に存する媒体の音
速情報に基づいて、前記配管部材個々に関して、それら
の中にある媒体の共鳴周波数を求める共鳴周波数導出手
段とを備え、前記検出装置により検出される検出波の周
波数分析をおこなう周波数分析手段を備え、前記周波数
分析手段により得られる周波数分析結果と、前記共鳴周
波数導出手段により各配管部材に対して得られる各共鳴
周波数とを、対応させて出力する出力手段を備える。発
信装置は探査音の管内への挿入発信を行い、管内を伝播
する音を検出装置により、請求項１に対応する場合は被
覆層外から、請求項３に対応する場合は、発信装置とは
異なった配管内位置で、検出する。このように検出され
る検出波は、周波数分析手段により周波数分析を施され
る。別途、本装置には、共鳴周波数導出手段が備えられ
ており、この手段にあっては、探査対象の配管を構成す
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る複数の配管部材に関する径関連情報と、前記配管内に
存する媒体の音速情報に基づいて、前記配管部材個々に
関して、それらの中にある媒体の共鳴周波数が求められ
る。例えば、管横断面方向の共鳴周波数が求められる。
そして、このようにして求まる周波数分析結果と、管の
構造に従った共鳴周波数とを出力手段により対応させて
出力すると、作業者は、この対応結果に基づいて、探査
部位の配管部材を特定することができる。
【０００８】探査装置としては、以下の構造を採用する
ことも好ましい。即ち、請求項５に記載されているよう
に、音の発信装置と、振動波の検出装置とを備えるとと
もに、探査対象の配管を構成する複数の配管部材に関す
る径関連情報と、前記配管内に存する媒体の音速情報に
基づいて、前記配管部材個々に関して、それらの中にあ
る媒体の共鳴周波数を求める共鳴周波数導出手段とを備
え、前記検出装置により検出される検出波の周波数分析
をおこなう周波数分析手段を備え、前記周波数分析手段
により得られる周波数分析結果におけるピーク位置が、
前記共鳴周波数導出手段により各配管部材に対して得ら
れる各共鳴周波数のいずれかである場合に、前記検出波
を検出する検出位置に対応する配管部位が、共鳴周波数
で対応する配管部材である可能性が高いと判断する判断
手段を備えるのである。この構成の場合も、発信装置は
探査音の管内への挿入発信を行い、管内を伝播する音を
検出装置により、請求項１に対応する場合は被覆層外か
ら、請求項３に対応する場合は、発信装置とは異なった
配管内位置で検出する。このように検出される伝播音
は、周波数分析手段により周波数分析を施される。別
途、本装置には、共鳴周波数導出手段が備えられてお
り、この手段にあっては、探査対象の配管を構成する複
数の配管部材に関する径関連情報と、前記配管内に存す
る媒体の音速情報に基づいて、前記配管部材個々に関し
て、それらの中にある媒体の共鳴周波数が求められる。
例えば、管横断面方向の共鳴周波数が求められる。そし
て、請求項５に記載の装置においては、判断手段が、前
記周波数分析手段により得られる周波数分析結果におけ
るピーク位置が、前記共鳴周波数導出手段により各配管
部材に対して得られる各共鳴周波数のいずれかである場
合に、前記検出波を検出する検出位置に対応する配管部
位が、共鳴周波数で対応する配管部材である可能性が高
いと判断する構成とされる。従って、自動的にスペクト
ルと共鳴周波数との間における対応関係がとられ、配管
部材の候補が推定される判断結果を得ることができる。
この場合も、共鳴周波数を利用して、配管の構造を推定
することができる。
【０００９】これまで説明してきた探査にあたっては、
配管内に積極的に音波を伝播させ、この音波を利用し
て、探査位置に於ける検出音（この検出音を含む検出
波）の周波数分析結果に基づいて、探査位置に於ける管
の管径、管種等を判断するものとしたが、例えば、比較

的高圧のガス配管内では、常時、供給対象のガスが流れ
る状態にあり、結果的に、このようなガス流により発生
する音が、管内に存在する。このような音は、当然、そ
の部位の配管構造（例えば配管径）に依存した共鳴成分
を含有している。従って、このような探査とは、異なっ
た要因に基づいて、探査部に存在する音を、本願の探査
の目的に使用することも可能である。この場合は、先に
説明した請求項３の記載に対応して、請求項６に記載さ
れているように、配管の構造を探査するに、この配管内
を伝播している伝播音を探査位置で検出し、検出された
検出音の周波数分析を行い、得られる周波数分析結果か
ら前記探査位置に於ける配管の構造を探査するものとで
きる。この場合は、管内に音波を伝播させることなく、
管内に存在する騒音等を検出して、この音に基づいて、
これまで説明してきたと同様の手法で、配管の構造を探
査することができる。
【００１０】
【発明の実施の形態】本願の実施の形態例を図面に基づ
いて説明する。図１には、本願の配管構造の探査方法を
適応して、地中に埋設されたガス配管１の構造を探査し
ている状態が示されている。この方法にあっては、探査
に配管１内を伝播する音波を利用する。
【００１１】本願の配管探査にあたっては、本願独特の
構成を有する探査装置２が使用される。先ず、この探査
装置２の概要に関して説明する。探査装置２は、探査装
置本体３と、スピーカ４と振動ピックアップ（振動波の
検出装置の一種）５とを主な構成機器として備えてい
る。ここで、スピーカ４は防爆型のものであり、地上に
露出している管端部６に取付可能に構成されている。こ
のスピーカ４は、探査装置本体側から発音指令を受け
て、駆動されて所定の音波を発生できる構成とされてお
り、少なくとも複数の周波数成分を含むパルス音を探査
対象の管内に送り込むことができる。次に振動ピックア
ップ５について説明すると、振動ピックアップ５は複数
用意されており、地表側に配設されて地中から伝播して
くる振動音を拾う地表振動ピックアップ５ａとされてい
る。図１に示す例にあっては、地表振動ピックアップ５
ａが７個装備されており、これらの振動ピックアップで
拾われた受音情報は、探査装置本体３側に送られて、後
の用に供される。
【００１２】次に、探査装置本体３の構成に関して説明
する。探査装置本体３には、スピーカ４から青島パルス
音を発生するため所定情報を格納した青島パルス発生手
段３１、各振動ピックアップ５により検出された音の周
波数分析をおこなう周波数分析手段３２が備えられてい
る。さらに、この探査装置本体３には、共鳴周波数導出
手段３３が備えられており、別途入力される配管を構成
する複数の配管部材各々の内径情報及び配管内にある流
体の音速関連情報に従って、その管断面方向の共鳴周波
数を求めることができるように構成されている。前記周
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波数分析手段３２から出力される各振動ピックアップ５
によって検出される検出波（振動音）の周波数分析結果
と、前記共鳴周波数導出手段３３からの出力である各配
管部材１ａに関連した共鳴周波数を共に表示する表示手
段３４が備えられている。従って、例えば、図３に示す
ように、各振動ピックアップ５によって検出される検出
波の周波数分析結果と、別途求められる共鳴周波数に対
応する特定の周波数を示すマーク（矢印）とがともに、
表示手段３４に表示される。また、探査装置本体３に
は、前記周波数分析手段３２から出力される各振動ピッ
クアップ５によって検出される検出波の周波数分析結果
と、前記共鳴周波数導出手段３３からの出力である各配
管部材１ａに関連した共鳴周波数に基づいて、前記周波
数分析手段３２により得られる周波数分析結果における
ピーク位置Ｐが、前記共鳴周波数導出手段３３により各
配管部材１ａに対して得られる各共鳴周波数のいずれか
である場合に、前記検出波を検出する検出位置に対応す
る配管部位が、共鳴周波数で対応する配管部材である可

能性が高いと判断する判断手段３５が備えられている。
従って、この判断手段３５による推定結果により、振動
ピックアップ５が検出する検出波が出ている配管部位が
どのような配管部材からなっているかの推定をおこなう
ことができる。
【００１３】前記共鳴周波数導出手段３３の構造をさら
に詳細に説明しておく。この手段３３に於ける管断面方
向（管を横断する方向の断面）の共鳴周波数ｆは、次式
により決定される。
ｆ＝Ｃ×Ｕmn ／（２πａ）
ここで、Ｃは管内音速（ｍ／ｓ）であり、管内容ガス種
及び管内温度・圧力により公知の式に従って決定され
る。またａは、管半径（ｍ）である。そして、Ｕmn は表
１に示すような共鳴モードに依存する値であり離散的に
存在する。ガス種、ガス圧と温度の情報は、管内音速Ｃ
の導出時における参考情報となる。
【００１４】
【表１】

【００１５】各共鳴モードは、図４に示す振動パターン
に対応する。具体的な数値例を示すと、例えば１気圧５
℃のメタンの場合、音速は４３４．１（ｍ／ｓ）であ
り、空気の場合、音速は３３４．５（ｍ／ｓ）である。
この時、管半径０．１（ｍ）の管に於ける共鳴周波数は
低い側からメタンは１３３７、２１８７、２７３２、２
９９９、・・・Ｈｚとなる。また空気も低い方から１０
３０、１６８５、２１０５、２３１０、・・・Ｈｚとな
る。表２に、上記条件下における空気の場合の、演算導
出例を示した。尚、共鳴周波数は気温２０℃として計算
している。
【００１６】
【表２】

【００１７】従って、所謂管内におえる横断面方向に共
鳴を起こす共鳴周波数は、無限個のモードに対応して、

無限個、離散的に存在する。そして、配管部材の内径に
対応して、個々に、これらの共鳴周波数を現場の条件に
したがって、共鳴周波数導出手段３３が共鳴周波数を導
出することができる。
【００１８】以上が、本願の探査装置２の基本的な構成
であるが、使用する探査方法を、各家庭７の前面道路に
埋設されているガス配管１（埋設管の一例）を対象とす
る場合に関して説明する。図１には、各家庭７に対して
都市ガスを供給する都市ガス配管系Ｂが示されている。
即ち、各家庭７に対して、その前面道路８に埋設される
低圧ガス配管９が設けられており、この低圧ガス配管９
（配管１の一例）から、引き込み管１０を介して、各家
庭７の敷地内に引き込まれた配管は、一旦、地上部に立
て管１１として出された後、各家庭内のガス供給位置
（図外）まで配管される。この立て管１１の所定位置に
は、所謂、ガスメータ（図外）が配設される。探査作業
にあたっては、前述の立て管１１を利用するため、立て
管１１からガスメータ（図外）を外して、この立て管１
１の管端部６に、前記スピーカ４を取り付ける。このス
ピーカ４は、先に説明した青島パルス発生手段３１から
情報を受けるとともに制御指令を受けて、管内に複数の
周波数成分を含むパルス音である青島パルスを送り込
む。ここで、青島パルスとは、複数の周波数成分を含む
パルス音であり、音響系に伝播させることにより、この
音響系のインパルス応答を得ることができる音である。
計測技術ｖｏｌ．１２－４  ｐｐ．３５－４３（１９８
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４）に詳細に説明されているものである。また、説明か
らも判明するように、この青島パルスは、最適化青島パ
ルスあるいはＴＰＳ（Ｔｉｍｅ－Ｓｔｒｅｃｈｅｄ  Ｐ
ｕｌｓｅ）とも呼ばれ、所定の周波数範囲で平坦なパワ
ースペクトルを持つ時間信号を、時間軸上で引き延ばし
た信号である。形態的には、インパルス音に近いもので
あり、その周波数範囲は、一般に０～１０ｋＨｚまでに
亙る。
【００１９】一方、予め用意されたガス配管１の埋設位
置に沿って、複数の地表側振動ピックアップａを、地上
に配設する。従って、これらの振動ピックアップ５ａに
より、それぞれの検出域に対応する管内部分から地中に
漏れてくる振動音（検出波）を拾うことができる。各地
表側振動ピックアップ５ａからの情報は、探査装置本体
３に集められ、周波数分析手段３２により周波数領域で
の分析が行われ、それぞれの位置に対応した検出波の周
波数分析結果（スペクトル）が得られる。一方、探査装
置本体３には、別途、入力手段により、配管を構成する
配管部材１ａの情報及び内部の媒体に関する情報を入力
する。ここで、配管部材１ａの所謂内径が一つの重要な
入力条件である。さらに、配管内に存在するガスに関し
ても、これに関連する情報が入力される。即ち、配管内
にあるガスのガス種・ガス圧・温度が少なくとも入力さ
れる。このような入力情報に従って、前記の共鳴周波数
導出手段３３にあっては、各配管部材に対応した共鳴周
波数が求められる。そして、先にも説明したように、表
示手段にあっては、各振動ピックアップ５の位置で検出
される検出信号のスペクトルと、共鳴周波数とが、作業
者１２による比較対照が可能な状態で表示される。表示
状態の一形態を図３（イ）（ロ）（ハ）に示した。これ
らの図面において、実線はスペクトル強度を示してお
り、→が、共鳴周波数導出手段３３により導出された周
波数（共鳴周波数）を示している。一方、同時に判断手
段においては、スペクトルのピーク位置Ｐを、別途もと
められている共鳴周波数との比較対照が行われ、一致し
た周波数が存在する場合に、振動ピックアップ５の位置
に対応する位置にある配管部材１ａが、周波数で対応す
る配管部材１ａである可能性が高いという判定が出力さ
れる。
【００２０】以下、具体的に作業手順を追って説明す
る。
１  作業者１２は、図１に示すような作業現場１３に到
着する。この時点で、現場近くのガス配管１の埋設位置
を示す埋設マップを用意している。従って、配管１の概
略埋設位置及び方向は予め判明している状況にある。さ
らに配管を構成する複数の配管部材１ａ単体の構造（内
径を含む情報）は予め判明している。このような情報が
得にくい場合は、地中レーダー（図外）等を使用して、
配管１の位置を確認しておき、地上側で、少なくとも埋
設配管の上側位置される。さらに、配管内にあるガス種

及びその圧力・温度に関しては、例えば都市ガスの供給
が行われているかどうか、管内圧力・温度等の測定によ
り計測結果を得ておく。このようにして得られたガス
種、管内圧力・温度等は、探査装置２に入力され、共鳴
周波数導出手段３３により、複数の配管部材１ａに関す
る共鳴周波数があらじめ得られる。
２  特定の家庭７のガスメータ（図外）を立て管１１よ
り取り外し、この端部６にスピーカ４を取り付ける。
３  一方、予め判明している埋設管上位置に、複数の地
表側振動ピックアップ５ａを配設する。
４  このような準備段階を終了した後、青島パルス発生
手段３１が働いて、スピーカ４から青島パルス音（帯域
０～１０ｋＨｚ）を管内に伝播させる。
５  配管内を伝播する青島パルス音は、発音側であるス
ピーカ４から離間する方向へ順次伝播する。この状態に
おいて、地上側にあっては、配管上の位置に、その配設
方向に沿っ配設される各地表側振動ピックアップ５ａに
より、検出波受音データが収集される。
６  地表側振動ピックアップ５ａで検出された検出信号
は、探査装置本体３に送られ、先ず、周波数分析手段３
２により、図３（イ）（ロ）（ハ）に示すようなスペク
トルデータとしてスペクトル強度が特定される。
７  そして、上記のようにして得られた共鳴周波数情報
及び、各振動ピックアップによって検出された検出信号
のスペクトルが、探査装置本体３に備えられる表示装置
３７側に送られ、作業者が目視により確認できる。一
方、スペクトルにピーク部Ｐがある場合は、このピーク
部Ｐの周波数と別途求められた共鳴周波数とが重なる場
合は、周波数で対応する特定の配管部材が、受音位置で
対応する配管部位にある配管部材であるとの推定データ
を判断手段３５により出力される。
【００２１】上記の手法を取ることができる検証結果に
ついて以下に説明する。図２に検証に使用した配管の構
造を示した。配管は、５個の１００Ａ鋳鉄管Ａ１，Ａ
２，Ａ３，Ａ４を４個のスリーブ継手Ｃで接続したもの
であり、この配管１を、埋設深度５０ｃｍの位置に埋設
した。図上Ａ２で示す１００Ａ鋳鉄管の長手方向中央部
位直上（地表面）での計測結果を図３（イ）に示した。
この位置に於ける検出音の周波数特性をみると、２００
０Ｈｚで共鳴が起こっており、管半径０．０５ｍ・空気
の場合の理論値とも一致する。図３（ロ）にスリーブ継
手Ｃ中心より、Ａ２側に８０ｃｍ移動した部位の地表面
に於ける振動の周波数特性を示す。この結果にあって
は、管の共鳴とともに、この周波数より一段低周波側に
ピークＰが表れており、これが、継手内径との関係から
継手起因によるものであることが判る。図３（ハ）に、
スリーブ継手Ｃ直上（地表面）に於ける検出音の周波数
特性を示す。図３（イ）とは異なる１５００Ｈｚあたり
で共鳴が起こっている。この共鳴周波数は鋳鉄管の理論
値とは一致していない。共鳴周波数の低下は、見掛け上
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の管径の増加を意味しており、スリーブ継手Ｃの形状
（拡径）と一致している。
【００２２】〔別実施の形態例〕
（イ）  上記の実施の形態においては、青島パルス音を
使用したが、本願の用途にあっては、複数の周波数成分
の音から構成されるパルス音等、任意の音を使用でき
る。さらに、例えば、所謂、インパルス音、ホワイトノ
イズと呼ばれるほぼ全ての周波数成分が含まれ音を使用
することが好ましい。また、所定の時間帯だけ音波を発
する矩形波、三角波も使用できる。さて、上記の共鳴周
波数としては、主に、その中心周波数を挙げて説明した
が、このような共鳴周波数が、現場の状況において求め
られる全ての、あるいはいずれかの共鳴周波数を意味す
るものであってよい。さらに、この共鳴周波数は、所定
のバンド域を有している場合も想定される。
（ロ）  上記の実施の形態においては、周波数分析結果
に於ける検出波（音を含む）のスペクトルにおけるピー
ク位置（共鳴周波数）から、配管の構造を探査するもの
としたが、ピーク位置のみならず、特定の周波数バンド
に於けるスペクトル強度（検知レベル）の増加を見るこ
とで、配管構造を確認することもできる。即ち、例え
ば、管径の異なる管を複数接続した場合にあっては、こ
の管径に依存した周波数部位にピークが形成されるが、
所定の直管に、径の大きな曲がり管が接続されている場
合は、径の増大に伴う共鳴周波数の移動が見られるとと
もに、曲がり構造に伴う、所定のバンド域（所定の周波
数帯域）に於ける帯状のスペクトル強度の上昇域が見出
せる。例えば、図３（ハ）に対応した例にあって、継手
が曲がり形状を有する場合は、１６００～２０００Ｈｚ
辺りのピーク下降を見出せる。従って、このようにし
て、管が曲がり管かどうか、さらには、拡径かどうかの
判断をおこなうこともできる。従って、本願方法におい

ては、管の構造として、少なくとも異なった管径を有す
る直管の割り出し、直管、曲がり管等の識別割り出し等
をおこなうことができる。
（ハ）  上記の実施形態においては、積極的に音波を探
査対象の管内に送り込む構造に関して説明したが、例え
ば、管内にガス流が存在しており、この流れに起因する
ノイズを管内走行車に備えた検出装置により検出できる
場合等にあっては、このノイズを利用できる。即ち、こ
のようなノイズ内には、検出位置の管の構造を代表する
音響成分が含有されている。即ち、このノイズを検出し
て、周波数分析を施して、ノイズのスペクトルを得るこ
とで、検出位置の於ける管径等に基づく共鳴周波数成分
を検出することができる。従って、このような成分を検
出することによっても、管の構造を明らかにすることが
可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本願の管路検査装置を使用してガス配管の構造
を探査している状態を示す説明図
【図２】検証に使用したガス配管の状態を示す図
【図３】配管各所からの伝播音の周波数分析結果を示す
図
【図４】各モードに対応した振動パターンの説明図
【符号の説明】
１    ガス配管
２    探査装置
４    スピーカ
５    振動ピックアップ
５ａ  地表側振動ピックアップ
３２  周波数分析手段
３３  共鳴周波数導出手段
３４  表示装置
３５  判断手段

【図２】
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